
事業主の皆さまへ

お問合わせ先 愛知労働局 雇用環境・均等部指導課（TEL：052-857-0312）

【令和8年4月1日から】

男女間賃金差異 と女性管理職比率 の公表義務が拡大！

労働施策総合推進法、男女雇用機会均等法、
女性活躍推進法が改正されました！

カスタマーハラスメント対策、求職者等に対する
セクシュアルハラスメント対策 が義務化！

【令和8年10月1日から】

●令和８年３月31日までとなっていた女性活躍推進法の有効期限が、令和18年３月31日までに延長。
●従業員数101人以上の企業は「男女間賃金差異」及び「女性管理職比率」の情報公表が義務化。

●えるぼし認定基準（1段階目）の見直し
●職場における女性の健康支援

詳細はこちら→

●事業主は、以下の措置を必ず講じなければなりません。

●プラチナえるぼし認定の要件追加。

これまで従業員数301人以上の企業に公表が義務付けられていた男女間賃金差異について、101人以上の企業に公表義務
を拡大するとともに、新たに女性管理職比率についても101人以上の企業に公表を義務付けます。（従業員数100人以下の
企業は努力義務の対象です。）

（女性活躍推進法）

（労働施策総合推進法・男女雇用機会均等法・女性活躍推進法）

･［カスタマーハラスメント］労働者を保護する旨の方針や対処の内容を明確化し、労働者に周知すること等
･［求職者等に対するセクシュアルハラスメント］求職活動等に関するルールを明確化し、労働者・求職者等に周知すること等
･ ハラスメントの相談体制の整備 等


